
地域特性を踏まえた
脱炭素の推進

新潟市

地域脱炭素フォーラム2025 in新潟



都市と田園が調和する日本海側の拠点都市

陸の玄関口である新潟駅が約60年ぶりにリニューアルされる
都心エリア「にいがた2km」をはじめ、国内外と結ばれた高
い拠点性と都市機能を有する一方、約5割を田畑が占める全
国トップクラスの農産地である

日本海に面した長大な海岸線、信濃川・阿賀野川という２つ
の大河、ラムサール条約登録湿地である佐潟など多様な水辺
空間や豊かに広がる田園、里山などを有する

冬期に降雪が続くことから日射量が少ないイメージがあるが、
太陽光発電のポテンシャルをみると、新潟市は関東地方と比
較しても約90％の日射量がある

都心エリア「にいがた2km」 ラムサール条約湿地・佐潟
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新潟市の温室効果ガス削減状況

▲31.4%
（▲256万t-CO₂）
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地域事業者主体による再エネ導入の仕組みづくり

参加者 市内電力会社、ガス事業者など民間事業者、金融機関、支援機関、行政 57社・者

活 動 先進事例の情報交換、ビジネスマッチング、部会運営（太陽光PPA、脱炭素経営、EVなど）

・「ゼロ円ソーラー事業」

・脱炭素設備導入サービス

・脱炭素経営を支援する金融商品

・脱炭素経営相談、コンサル etc.

脱炭素事業の創出

■新潟地域脱炭素社会推進パートナーシップ会議
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電力供給サービス

廃棄物発電や太陽光発電など地域の再エネを地域で消費

太陽光PPA事業

公共：中部下水処理場

■地域新電力新潟スワンエナジー

⇒重点対策加速化事業「ゼロカーボンへのワンステップ」（抜粋）
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公共・民間

約700
施設

約38,000MWh

民間：スーパーマーケット etc.



水田が生み出す環境価値を活かし、地域農業の活性化へ

■「新潟市J-クレジット普及推進協議会」

J-クレジット方法論「水稲栽培における中干し期間の延長」を官民連携で推進

創出したクレジット・資金の域内循環(地域内経済循環)を目指す

自治体による
運営・管理

農業分野では

全国初 6

R7年度
取組面積

約90ha



バイオマス資源を活用した資源循環の推進

■新潟市産の米を原料にしたバイオマスプラスチック製「指定ごみ袋」

新潟市産米

10％配合

500万枚/年
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都市と田園の豊かな価値を循環し、

調和ある発展を遂げる新潟市へ
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